
 

議案第４３号 

 

 瑞穂町税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成２５年９月２日 

 

          提出者  瑞穂町長   石 塚 幸右衛門 

 

 

（提案理由） 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の改正に伴い、条例を改

正する必要があるので、本案を提出する。 

 

 

瑞穂町税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 

瑞穂町税賦課徴収条例（昭和２５年条例第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第４条第１項中「第２章」の次に「（第８条を除く。）」を、

「第３章」の次に「（第１４条を除く。）」を加える。 

第３４条の７第２項中「第３１４条の７第２項」の次に「（法附

則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）」を加える。 

第４７条の２第１項中「を当該年度の」の次に「初日の属する年

の」を加え、同項第１号を削り、同項第２号を同項第１号とし、同

項第３号を同項第２号とする。 

第４７条の５第１項中「当該年度の前年度において第４７条の２ 

 

 

 



 

第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収された年金所得に

係る特別徴収税額に相当する額」を「当該特別徴収対象年金所得者

に対して課した前年度分の個人の町民税のうち当該特別徴収対象年

金所得者の前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額（当該特別徴収対象年金所得者に係る均等割額を第

４４条第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収した場合に

おいては、前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額）の２

分の１に相当する額」に改める。 

 第５４条第５項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法

人森林総合研究所法（平成１１年法律第１９８号）附則第９条第１

項又は第１１条第１項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構

法（平成１４年法律第１３０号）第１１条第１項第７号イの事業又

は旧農用地整備公団法（昭和４９年法律第４３号）第１９条第１項

第１号イの事業を含む。）」を削る。 

 第１３１条第４項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政

法人森林総合研究所法附則第９条第１項の規定により行う旧独立行

政法人緑資源機構法第１１条第１項第７号イの事業を含む。）」を

削る。 

附則第３条の２中「、第５２条」を削り、「延滞金の」の次に

「年１４．６パーセントの割合及び」を加え、「各年の前年の１１

月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第８９

号）第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準

割引率に年４パーセントの割合を加算した割合をいう」を「当該年

の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割

合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条にお

いて同じ」に、「その年中においては、当該特例基準割合（当該割

合に０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。」を「その年（以下この条において「特例基準割合適用年」と

いう。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．



 

３パーセントの割合」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 当分の間、第５２条に規定する延滞金の年７．３パーセントの

割合は、同条の規定にかかわらず、特例基準割合適用年中におい

ては、当該特例基準割合適用年における特例基準割合とする。 

附則第４条第１項中「日本銀行法」の次に「（平成９年法律第８

９号）」を加え、「（以下本項」を「（当該期間内に前条第２項の

規定により第５２条に規定する延滞金の割合を同項に規定する特例

基準割合とする年に含まれる期間がある場合には、当該期間を除く。

以下この項」に、「到来する場合には、」を「到来する場合におけ

る」に、「前条」を「前条第２項」に改める。 

附則第４条の２中「第９項」を「第１０項」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「平成３５年度」を「平成３９年

度」に、「平成２５年」を「平成２９年」に、「附則第５条の４の

２第５項」を「附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。 

附則第７条の４中「附則第１９条第１項」の次に「、附則第１９

条の２第１項」を加え、「附則第２０条の２」を「附則第２０条」

に改め、「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第

２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第１０条の２の見出し中「附則第１５条第２項第６号及び第

１０項」を「附則第１５条第２項第６号等」に改め、同条第２項中

「附則第１５条第１０項」を「附則第１５条第９項」に改める。 

附則第１６条の３の見出し中「配当所得」を「配当所得等」に改

め、同条第１項中「及び次項」及び「おいて、当該上場株式等の配

当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の町民

税について当該上場株式等の配当等に係る配当所得につきこの項の

規定の適用を受けようとする旨の記載のある第３３条第４項に規定

する申告書を提出したとき」を削り、「配当所得については、同条

第１項」を「利子所得及び配当所得については、第３３条第１項」

に、「配当所得の金額（以下」を「利子所得の金額及び配当所得の

金額として令附則第１６条の２の１１第３項で定めるところにより

計算した金額（以下」に、「上場株式等に係る配当所得の金額」を

「上場株式等に係る配当所得等の金額」に、「課税配当所得」を



 

「課税配当所得等」に改め、同条第２項中「町民税」を「前項の規

定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株

式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」と

いう。）に係る配当所得に係る部分は、町民税の所得割の納税義務

者が当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４

月１日の属する年度分の町民税について特定上場株式等の配当等に

係る配当所得につき前項の規定の適用を受けようとする旨の記載の

ある第３３条第４項に規定する申告書を提出した場合に限り適用す

るものとし、町民税」に、「上場株式等の配当等」を「特定上場株

式等の配当等」に改め、同条第３項第１号、第３号及び第４号中

「配当所得」を「配当所得等」に改める。 

附則第１７条の２第３項中「又は第３７条の９の２から第３７条

の９の５まで」を「、第３７条の９の４又は第３７条の９の５」に

改める。 

附則第１９条の見出し中「株式等」を「一般株式等」に改め、同

条第１項中「株式等に」を「一般株式等に」に、「附則第１８条第

６項」を「附則第１８条第５項」に改め、「当該町民税の所得割の

納税義務者が法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡

所得金額（以下この項において「特定株式等譲渡所得金額」とい

う。）に係る所得を有する場合には、当該特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額（第３３条第６項の規定により同条第５項の規定

の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するものとす

る。」を削り、「第２項第１号」を「次項第１号」に改め、同条第

２項第１号、第３号及び第４号中「株式等」を「一般株式等」に改

める。 

附則第１９条の２を次のように改める。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の町民税の課税の特

例） 

第１９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別 

措置法第３７条の１１第１項に規定する上場株式等に係る譲渡所

得等を有する場合には、当該上場株式等に係る譲渡所得等につい

ては、第３３条第１項及び第２項並びに第３４条の３の規定にか

かわらず、他の所得と区分し、前年中の当該上場株式等に係る譲



 

渡所得等の金額として令附則第１８条の２第５項に定めるところ

により計算した金額（当該町民税の所得割の納税義務者が法第２

３条第１項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下こ

の項において「特定株式等譲渡所得金額」という。）に係る所得

を有する場合には、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金

額（第３３条第６項の規定により同条第５項の規定の適用を受け

ないものを除く。）を除外して算定するものとする。以下この項

において「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対

し、上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上場株式等に係る

譲渡所得等の金額（次項において準用する前条第２項第１号の規

定により読み替えて適用される第３４条の２の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の３に相当

する金額に相当する町民税の所得割を課する。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用がある場合について準 

用する。この場合において、同条第２項中「附則第１９条第１

項」とあるのは「附則第１９条の２第１項」と、「一般株式等に

係る譲渡所得等の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、「租税特別措置法」とあるのは「租税特別措置法

第３７条の１１第６項の規定により読み替えて準用される同法」

と読み替えるものとする。 

 附則第１９条の３から第２０条までを削る。 

附則第２０条の２第２項中「附則第２０条の２第１項」を「附則

第２０条第１項」に改め、同条を附則第２０条とする。 

附則第２０条の３を削る。 

附則第２０条の４第２項中「附則第２０条の４第１項」を「附則

第２０条の２第１項」に改め、同条第５項第１号中「附則第２０条

の４第３項」を「附則第２０条の２第３項」に改め、同項第２号中

「附則第２０条の４第３項」を「附則第２０条の２第３項」に、

「附則第２０条の４第４項」を「附則第２０条の２第４項」に改め、

同項第３号中「附則第２０条の４第３項」を「附則第２０条の２第

３項」に改め、「に係る」の次に「利子所得の金額又は」を加え、

同項第４号中「附則第２０条の４第３項」を「附則第２０条の２第

３項」に改め、同条第６項中「附則第２０条の４第３項」を「附則



 

第２０条の２第３項」に改め、同条を附則第２０条の２とする。 

附則第２０条の５を削る。 

附則第２２条の２の見出し中「延長」を「延長等」に改め、同条

第１項を次のように改める。 

その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震

及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。次項にお

いて同じ。）により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号。以下

この条及び次条において「震災特例法」という。）第１１条の６

第１項に規定する滅失をいう。以下この項及び次項において同

じ。）をしたことによってその居住の用に供することができなく

なった所得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の

用に供されていた土地等（同条第１項に規定する土地等をいう。

次項において同じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に

規定する譲渡をいう。次項において同じ。）をした場合には、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句として、附則第１７条、附則第１７条の

２、附則第１７条の３又は附則第１８条の規定を適用する。 

附則第

１７条

第１項 

第 ３ ５ 条 第

１項 

 

 

 

第３５条第１項（東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律（平成２３年法律第

２９号）第１１条の６第１項の規定

により適用される場合を含む。） 

同 法 第 ３ １

条第１項 

租税特別措置法第３１条第１項 

附則第

１７条

の２第

３項 

第 ３ ５ 条 の

２ ま で 、 第

３ ６ 条 の

２ 、 第 ３ ６

条の５ 

第３４条の３まで、第３５条（東日

本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律第１１

条の６第１項の規定により適用され

る場合を含む。）、第３５条の２、

第３６条の２若しくは第３６条の５

（これらの規定が東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第１１条の６第１項



 

の 規定により適用される場合を含

む。） 

附則第

１７条

の３第

１項 

租 税 特 別 措

置 法 第 ３ １

条 の ３ 第 １

項 

東日本大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律第

１１条の６第１項の規定により適用

される租税特別措置法第３１条の３

第１項 

附則第

１８条

第１項 

第 ３ ５ 条 第

１項 

第３５条第１項（東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第１１条の６第１項

の規定により適用される場合を含

む。） 

同 法 第 ３ ２

条第１項 

租税特別措置法第３２条第１項 

附則第２２条の２第２項中「前項の規定は、同項」を「前２項の

規定は、これら」に、「、前項」を「、これら」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  

２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災により滅失をしたことによってその居住の用に供すること

ができなくなった所得割の納税義務者（以下この項において「被

相続人」という。）の相続人（震災特例法第１１条の６第２項に

規定する相続人をいう。以下この項において同じ。）が、当該滅

失をした旧家屋（同条第２項に規定する旧家屋をいう。以下この

項において同じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲渡をし

た場合（当該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相続人の居住

の用に供する家屋の敷地の用に供していない場合に限る。）にお

ける当該土地等（当該土地等のうちにその居住の用に供すること

ができなくなった時の直前において旧家屋に居住していた者以外

の者が所有していた部分があるときは、当該土地等のうち当該部

分以外の部分に係るものに限る。以下この項において同じ。）の

譲渡については、当該相続人は、当該旧家屋を当該被相続人がそ

の取得をした日として令附則第２７条の２第４項で定める日から

引き続き所有していたものと、当該直前において当該旧家屋の敷

地の用に供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみな

して、前項の規定により読み替えられた附則第１７条、附則第１



 

７条の２、附則第１７条の３又は附則第１８条の規定を適用する。 

附則第２３条第１項中「附則第４５条第３項」を「附則第４５条

第４項」に、「「法附則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５

条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）」に、「附則第５条の４の２第５項」と、」を「附

則第５条の４の２第６項」と、」に改め、同条第２項中「第１３条

の２第１項から第５項」を「第１３条の２第１項から第６項」に、

「附則第４５条第４項」を「附則第４５条第５項」に、「「法附則

第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同条

第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に、

「適用される法附則第５条の４の２第５項」を「適用される法附則

第５条の４の２第６項（法附則第４５条第６項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第３条の２、第４ 

条第１項及び第４条の２の改正規定、附則第７条の４の改正規

定（「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第

２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加

える部分に限る。）並びに附則第１７条の２第３項及び第２２

条の２の改正規定並びに次条並びに附則第３条第３項及び第５

項の規定 平成２６年１月１日 

（２）附則第７条の３の２第１項及び第２３条の改正規定並びに附

則第３条第６項の規定 平成２７年１月１日 

（３）附則第３条第１項の規定 平成２８年１月１日 

（４）第４７条の２第１項及び第４７条の５第１項の改正規定並び

に附則第３条第２項の規定 平成２８年１０月１日 

（５）附則第７条の４の改正規定（「附則第１９条第１項」の次に

「、附則第１９条の２第１項」を加え、「附則第２０条の２」

を「附則第２０条」に改める部分に限る。）、附則第１６条の



 

３、第１９条及び第１９条の２の改正規定、附則第１９条の３

から第２０条までを削る改正規定、附則第２０条の２第２項の

改正規定及び同条を附則第２０条とする改正規定、附則第２０

条の３を削る改正規定、附則第２０条の４の改正規定及び同条

を附則第２０条の２とする改正規定並びに附則第２０条の５を

削る改正規定並びに附則第３条第４項の規定 平成２９年１月

１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条  改正後の瑞穂町税賦課徴収条例（以下「新条例」とい

う。）附則第３条の２の規定は、延滞金のうち平成２６年１月１

日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対

応するものについては、なお従前の例による。 

 （町民税に関する経過措置） 

第３条 平成２８年１月１日前に発行された旧租税特別措置法第４

１条の１２第７項に規定する割引債（同条第９項に規定する特定

短期公社債を除く。）について支払を受けるべき同条第７項に規

定する償還差益に対して課する個人の町民税については、なお従

前の例による。 

２ 新条例第４７条の２及び第４７条の５の規定は、平成２８年１

０月１日以後の地方税法第３１７条の２第１項に規定する公的年

金等（以下この項において「公的年金等」という。）に係る所得

に係る個人の町民税の特別徴収について適用し、同日前の公的年

金等に係る所得に係る個人の町民税の特別徴収については、なお

従前の例による。 

３ 新条例附則第４条の２の規定は、平成２６年度以後の年度分の

個人の町民税について適用し、平成２５年度までの個人の町民税

については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第７条の４、第１６条の３及び第１９条から第２０

条の２までの規定中個人の町民税に関する部分は、平成２９年度

以後の年度分の個人の町民税について適用し、平成２８年度分ま

での個人の町民税については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第２２条の２第２項の規定は、町民税の所得割の納

税義務者が平成２５年１月１日以後に行う同項に規定する土地等



 

の譲渡について適用する。 

６ 新条例附則第２３条の規定は、平成２７年度以後の年度分の個

人の町民税について適用し、平成２６年度までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税

に関する部分は、平成２５年度以後の年度分の固定資産税につい

いて適用し、平成２４年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 平成２５年４月１日前に法附則第１５条の９第１項に規定する

耐震基準適合住宅に係る耐震改修（当該耐震改修に要した費用の

額が３０万円以上５０万円以下のものに限る。）に係る契約が締

結され、同日以後に当該耐震改修が完了する場合における新条例

附則第１０条の３第６項の規定の適用については、同項中「書類

及び」とあるのは、「書類及び当該耐震改修に係る契約をした日

を証する書類並びに」とする。 
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瑞穂町税賦課徴収条例 新旧対照表 

新 旧 

目次 略 目次 略 

  

第 1 条から第 3条 略 第 1条から第 3条 略 

 (瑞穂町行政手続条例の適用除外)  (瑞穂町行政手続条例の適用除外) 

第 4 条 瑞穂町行政手続条例(平成 8 年条例

第 19 号)第 3 条又は第 4条に定めるものの

ほか、町税に関する条例又は規則等の規定

による処分その他公権力の行使に当たる

行為については、同条例第 2 章(第 8 条を

除く。)及び第 3章(第 14 条を除く。)の規

定は、適用しない。 

第 4 条 瑞穂町行政手続条例(平成 8 年条例

第 19 号)第 3条又は第 4条に定めるものの

ほか、町税に関する条例又は規則等の規定

による処分その他公権力の行使に当たる

行為については、同条例第 2章   及び

第 3章   の規定は、適用しない。 

2 略 2 略 

第 5 条から第 34 条の 6 略 第 5 条から第 34 条の 6 略 

 (寄附金税額控除)  (寄附金税額控除) 

第 34 条の 7 略 第 34 条の 7 略 

(1) 略 (1) 略 

 アからコ 略  アからコ 略 

2 前項の特例控除額は、法第 314 条の 7第 2

項(法附則第 5 条の 6 第 2 項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。)に定

めるところにより計算した金額とする。 

2 前項の特例控除額は、法第 314 条の 7第 2

項   に定めるところにより計算した

金額とする。 

 

第 34 条の 8から第 47 条 略 第 34 条の 8から第 47 条 略 

 (公的年金等に係る所得に係る個人の町民

税の特別徴収) 

 (公的年金等に係る所得に係る個人の町民

税の特別徴収) 

第47条の2 個人の町民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付(法第 321

条の7の2第1項の老齢等年金給付をいう。

以下この節において同じ。)の支払を受け

ている年齢 65歳以上の者(特別徴収の方法

によって徴収することが著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるも

第47条の2 個人の町民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付(法第 321

条の7の2第1項の老齢等年金給付をいう。

以下この節において同じ。)の支払を受け

ている年齢 65歳以上の者(特別徴収の方法

によって徴収することが著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるも
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のを除く。以下この節において「特別徴収

対象年金所得者」という。)である場合に

おいては、当該納税義務者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額(当該納税義務者に係る均

等割額を第 44 条第 1 項の規定により特別

徴収の方法によって徴収する場合におい

ては、公的年金等に係る所得に係る所得割

額。以下この条及び第 47 条の 5 において

同じ。)の 2分の 1に相当する額(以下この

節において「年金所得に係る特別徴収税

額」という。)を当該年度の初日の属する

年の 10月 1 日から翌年の 3月 31日までの

間に支払われる老齢等年金給付から当該

老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の

方法によって徴収する。 

のを除く。以下この節において「特別徴収

対象年金所得者」という。)である場合に

おいては、当該納税義務者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額(当該納税義務者に係る均

等割額を第 44 条第 1 項の規定により特別

徴収の方法によって徴収する場合におい

ては、公的年金等に係る所得に係る所得割

額。以下この条及び第 47 条の 5 において

同じ。)の 2分の 1に相当する額(以下この

節において「年金所得に係る特別徴収税

額」という。)を当該年度の   10 月 1

日から翌年の 3 月 31 日までの間に支払わ

れる老齢等年金給付から当該老齢等年金

給付の支払の際に特別徴収の方法によっ

て徴収する。 

 (1)当該年度の初日の属する年の 1 月 1 日以

後引き続き町の区域内に住所を有する者

でない者 

(1) 略 (2) 略 

(2) 略 (3) 略 

2 略 2 略 

第 47 条の 3及び第 47 条の 4 略 第 47 条の 3及び第 47 条の 4 略 

 (年金所得に係る仮特別徴収税額等)  (年金所得に係る仮特別徴収税額等) 

第47条の5 当該年度の初日の属する年の前

年の 10月 1 日からその翌年の 3月 31 日ま

での間における特別徴収対象年金給付の

支払の際、前条第 2項の支払回数割特別徴

収税額を徴収されていた特別徴収対象年

金所得者について、老齢等年金給付が当該

年度の初日からその日の属する年の9月30

日までの間において支払われる場合にお

いては、当該特別徴収対象年金所得者の前

年中の公的年金等に係る所得に係る所得

割額及び均等割額の合算額として年金所

得に係る仮特別徴収税額(当該特別徴収対

象年金所得者に対して課した前年度分の

個人の町民税のうち当該特別徴収対象年

第47条の5 当該年度の初日の属する年の前

年の 10月 1 日からその翌年の 3月 31 日ま

での間における特別徴収対象年金給付の

支払の際、前条第 2項の支払回数割特別徴

収税額を徴収されていた特別徴収対象年

金所得者について、老齢等年金給付が当該

年度の初日からその日の属する年の9月30

日までの間において支払われる場合にお

いては、当該特別徴収対象年金所得者の前

年中の公的年金等に係る所得に係る所得

割額及び均等割額の合算額として年金所

得に係る仮特別徴収税額(当該年度の前年

度において第 47 条の 2 第 1 項の規定によ

り特別徴収の方法によって徴収された年
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金所得者の前々年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算

額(当該特別徴収対象年金所得者に係る均

等割額を第 44 条第 1 項の規定により特別

徴収の方法によって徴収した場合におい

ては、前々年中の公的年金等に係る所得に

係る所得割額)の 2 分の 1 に相当する額を

いう。以下この節において同じ。)を、当

該年度の初日からその日の属する年の 9月

30 日までの間において特別徴収対象年金

給付の支払をする際、特別徴収の方法に

よって徴収する。 

金所得に係る特別徴収税額に相当する額

をいう。以下この節において同じ。)を、

当該年度の初日からその日の属する年の 9

月 30 日までの間において特別徴収対象年

金給付の支払をする際、特別徴収の方法に

よって徴収する。 

2 及び 3 略  2 及び 3 略 

第 47 条の 6から第 53 条の 12 略 第 47 条の 6から第 53 条の 12 略 

 (固定資産税の納税義務者等)  (固定資産税の納税義務者等) 

第 54 条 略 第 54 条 略 

2 から 4 略 2 から 4 略 

5 土地区画整理法(昭和 29年法律第 119 号)

による土地区画整理事業(農住組合法(昭

和 55 年法律第 86 号)第 8 条第 1 項の規定

により土地区画整理法の規定が適用され

る農住組合法第 7条第 1項第 1号の事業及

び密集市街地における防災街区の整備の

促進に関する法律(平成 9 年法律第 49 号)

第 46 条第 1 項の規定により土地区画整理

法の規定が適用される密集市街地におけ

る防災街区の整備の促進に関する法律第

45条第1項第1号の事業並びに大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進に

関する特別措置法(昭和 50年法律第 67号)

による住宅街区整備事業を含む。以下この

項において同じ。)又は土地改良法(昭和 24

年法律第 195 号)による土地改良事業   

 の施行に係る土地については、法令若し

くは規約等の定めるところによって仮換

地、一時利用地その他の仮に使用し、若し

くは収益することのできる土地(以下この

項において「仮換地等」と総称する。)の

5 土地区画整理法(昭和 29年法律第 119 号)

による土地区画整理事業(農住組合法(昭

和 55 年法律第 86 号)第 8 条第 1 項の規定

により土地区画整理法の規定が適用され

る農住組合法第 7条第 1項第 1号の事業及

び密集市街地における防災街区の整備の

促進に関する法律(平成 9 年法律第 49 号)

第 46 条第 1 項の規定により土地区画整理

法の規定が適用される密集市街地におけ

る防災街区の整備の促進に関する法律第

45条第1項第1号の事業並びに大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進に

関する特別措置法(昭和 50年法律第 67号)

による住宅街区整備事業を含む。以下この

項において同じ。)又は土地改良法(昭和 24

年法律第 195 号)による土地改良事業(独立

行政法人森林総合研究所が独立行政法人

森林総合研究所法(平成 11 年法律第 198

号)附則第 9条第 1項又は第 11 条第 1項の

規定により行う旧独立行政法人緑資源機

構法(平成 14 年法律第 130 号)第 11 条第 1
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指定があった場合又は土地区画整理法に

よる土地区画整理事業の施行者が同法第

100 条の 2(農住組合法第 8条第 1項及び密

集市街地における防災街区の整備の促進

に関する法律第 46 条第 1 項において適用

する場合並びに大都市地域における住宅

及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法第 83 条において準用する場合を含

む。)の規定によって管理する土地で当該

施行者以外の者が仮に使用するもの(以下

この項において「仮使用地」という。)が

ある場合においては、当該仮換地等又は仮

使用地について使用し、又は収益すること

ができることとなった日から換地処分の

公告がある日又は換地計画の認可の公告

がある日までの間は、仮換地等にあっては

当該仮換地等に対応する従前の土地につ

いて登記簿又は土地補充課税台帳に所有

者として登記又は登録されている者を

もって、仮使用地にあっては土地区画整理

法による土地区画整理事業の施行者以外

の仮使用地の使用者をもって、それぞれ当

該仮換地等又は仮使用地に係る第 1項の所

有者とみなし、換地処分の公告があった日

又は換地計画の認可の公告があった日か

ら換地又は保留地を取得した者が登記簿

に当該換地又は保留地に係る所有者とし

て登記される日までの間は、当該換地又は

保留地を取得した者をもって当該換地又

は保留地に係る同項の所有者とみなす。 

項第 7号イの事業又は旧農用地整備公団法

(昭和 49年法律第43号)第 19条第 1項第 1

号イの事業を含む。)の施行に係る土地に

ついては、法令若しくは規約等の定めると

ころによって仮換地、一時利用地その他の

仮に使用し、若しくは収益することのでき

る土地(以下この項において「仮換地等」

と総称する。)の指定があった場合又は土

地区画整理法による土地区画整理事業の

施行者が同法第 100条の 2(農住組合法第 8

条第 1項及び密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第 46 条第 1 項

において適用する場合並びに大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進に

関する特別措置法第 83 条において準用す

る場合を含む。)の規定によって管理する

土地で当該施行者以外の者が仮に使用す

るもの(以下この項において「仮使用地」

という。)がある場合においては、当該仮

換地等又は仮使用地について使用し、又は

収益することができることとなった日か

ら換地処分の公告がある日又は換地計画

の認可の公告がある日までの間は、仮換地

等にあっては当該仮換地等に対応する従

前の土地について登記簿又は土地補充課

税台帳に所有者として登記又は登録され

ている者をもって、仮使用地にあっては土

地区画整理法による土地区画整理事業の

施行者以外の仮使用地の使用者をもって、

それぞれ当該仮換地等又は仮使用地に係

る第 1項の所有者とみなし、換地処分の公

告があった日又は換地計画の認可の公告

があった日から換地又は保留地を取得し

た者が登記簿に当該換地又は保留地に係

る所有者として登記される日までの間は、

当該換地又は保留地を取得した者をもっ

て当該換地又は保留地に係る同項の所有

者とみなす。 
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6 略 6 略 

第 55 条から第 130 条 略 第 55 条から第 130 条 略 

 (特別土地保有税の納税義務者等)  (特別土地保有税の納税義務者等) 

第 131 条 略 第 131 条 略 

2 及び 3 略  2 及び 3 略 

4 土地区画整理法による土地区画整理事業

(密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第 46 条第 1 項の規定によ

り土地区画整理法の規定が適用される密

集市街地における防災街区の整備の促進

に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業

を含む。)(農住組合法第 8条第 1項の規定

により土地区画整理法の規定が適用され

る農住組合法第 7条第 1項第 1号の事業及

び大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法による住

宅街区整備事業を含む。次項において同

じ。)又は土地改良法による土地改良事業 

   の施行に係る土地について法令の

定めるところによって仮換地又は一時利

用地(以下この項において「仮換地等」と

いう。)の指定があった場合において、当

該仮換地等である土地について使用し、又

は収益することができることとなった日

以後においては、当該仮換地等である土地

に対応する従前の土地(以下この項におい

て「従前の土地」という。)の取得又は所

有をもって当該仮換地等である土地の取

得又は所有とみなし、当該従前の土地の取

得者又は所有者を第 1項の土地の所有者又

は取得者とみなして、特別土地保有税を課

する。 

4 土地区画整理法による土地区画整理事業

(密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第 46 条第 1 項の規定によ

り土地区画整理法の規定が適用される密

集市街地における防災街区の整備の促進

に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業

を含む。)(農住組合法第 8条第 1項の規定

により土地区画整理法の規定が適用され

る農住組合法第 7条第 1項第 1号の事業及

び大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法による住

宅街区整備事業を含む。次項において同

じ。)又は土地改良法による土地改良事業

(独立行政法人森林総合研究所が独立行政

法人森林総合研究所法附則第 9条第 1項の

規定により行う旧独立行政法人緑資源機

構法第11条第1項第7号イの事業を含む。)

の施行に係る土地について法令の定める

ところによって仮換地又は一時利用地(以

下この項において「仮換地等」という。)

の指定があった場合において、当該仮換地

等である土地について使用し、又は収益す

ることができることとなった日以後にお

いては、当該仮換地等である土地に対応す

る従前の土地(以下この項において「従前

の土地」という。)の取得又は所有をもっ

て当該仮換地等である土地の取得又は所

有とみなし、当該従前の土地の取得者又は

所有者を第 1項の土地の所有者又は取得者

とみなして、特別土地保有税を課する。 

5 及び 6 略 5 及び 6 略 

第 132 条から第 140 条の 7 略 第 132 条から第 140 条の 7 略 
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   附 則    附 則 

第 1 条から第 3条 略 第 1条から第 3条 略 

 (延滞金の割合等の特例)  (延滞金の割合等の特例) 

第 3 条の 2 当分の間、第 19 条、第 43 条第

2項、第48条第 3項、第50条第 2項   、

第 53 条の 12 第 2 項、第 72 条第 2 項、第

98 条第 5項、第 101 条第 2項、第 139 条第

2項(第140条の7において準用する場合を

含む。)及び第 140 条第 2 項(第 140 条の 7

において準用する場合を含む。)に規定す

る延滞金の年 14.6 パーセントの割合及び

年 7.3 パーセントの割合は、これらの規定

にかかわらず、各年の特例基準割合(当該

年の前年に租税特別措置法第 93 条第 2 項

の規定により告示された割合に年 1パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下こ

の条において同じ。)が年 7.3 パーセント

の割合に満たない場合には、その年(以下

この条において「特例基準割合適用年」と

いう。)中においては、年 14.6 パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合適用

年における特例基準割合に年 7.3 パーセン

トの割合を加算した割合とし、年 7.3 パー

セントの割合にあっては当該特例基準割

合に年 1パーセントの割合を加算した割合

(当該加算した割合が年 7.3 パーセントの

割合を超える場合には、年 7.3 パーセント

の割合)とする。 

第 3 条の 2 当分の間、第 19 条、第 43 条第

2 項、第 48 条第 3 項、第 50 条第 2 項、第

52 条、第 53 条の 12 第 2 項、第 72 条第 2

項、第 98 条第 5 項、第 101 条第 2 項、第

139条第 2項(第 140条の7において準用す

る場合を含む。)及び第140条第2項(第140

条の 7 において準用する場合を含む。)に

規定する延滞金の   年 7.3パーセント

の割合は、これらの規定にかかわらず、各

年の特例基準割合(各年の前年の 11 月 30

日を経過する時における日本銀行法(平成

9年法律第89号)第 15条第 1項第 1号の規

定により定められる商業手形の基準割引

率に年 4パーセントの割合を加算した割合

をいう。)が年 7.3 パーセントの割合に満

たない場合には、その年中においては、当

該特例基準割合(当該割合に 0.1 パーセン

ト未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。)とする。 

2 当分の間、第 52条に規定する延滞金の年

7.3 パーセントの割合は、同条の規定にか

かわらず、特例基準割合適用年中において

は、当該特例基準割合適用年における特例

基準割合とする。 

 

 (納期限の延長に係る延滞金の特例)  (納期限の延長に係る延滞金の特例) 

第 4 条 当分の間、日本銀行法(平成 9 年法

律第 89号)第 15 条第 1項(第 1号に係る部

分に限る。)の規定により定められる商業

手形の基準割引率が年 5.5 パーセントを超

第 4 条 当分の間、日本銀行法   第 15

条第 1項(第 1号に係る部分に限る。)の規

定により定められる商業手形の基準割引

率が年 5.5パーセントを超えて定められる
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えて定められる日からその後年 5.5パーセ

ント以下に定められる日の前日までの期

間(当該期間内に前条第 2 項の規定により

第 52 条に規定する延滞金の割合を同項に

規定する特例基準割合とする年に含まれ

る期間がある場合には、当該期間を除く。

以下この項において「特例期間」という。)

内(法人税法第75条の2第 1項(同法第145

条第 1 項において準用する場合を含む。)

の規定により延長された法第 321 条の 8第

1 項に規定する申告書の提出期限又は法人

税法第 81 条の 24第 1 項の規定により延長

された法第 321 条の 8第 4項に規定する申

告書の提出期限が当該年 5.5 パーセント以

下に定められる日以後に到来することと

なる町民税に係る申告基準日が特例期間

内に到来する場合における当該町民税に

係る第 52 条の規定による延滞金について

は、当該年 5.5 パーセントを超えて定めら

れる日から当該延長された申告書の提出

期限までの期間内)は、特例期間内にその

申告基準日の到来する町民税に係る第 52

条に規定する延滞金の年 7.3 パーセントの

割合は、同条及び前条第 2項の規定にかか

わらず、当該年 7.3 パーセントの割合と当

該申告基準日における当該商業手形の基

準割引率のうち年 5.5 パーセントの割合を

超える部分の割合を年 0.25 パーセントの

割合で除して得た数を年 0.73 パーセント

の割合に乗じて計算した割合とを合計し

た割合(当該合計した割合が年 12.775 パー

セントの割合を超える場合には、年 12.775

パーセントの割合)とする。 

日からその後年 5.5パーセント以下に定め

られる日の前日までの期間(以下本項にお

いて「特例期間」という。)内(法人税法第

75 条の 2 第 1 項(同法第 145 条第 1 項にお

いて準用する場合を含む。)の規定により

延長された法第 321 条の 8第 1項に規定す

る申告書の提出期限又は法人税法第 81 条

の 24 第 1 項の規定により延長された法第

321 条の 8 第 4 項に規定する申告書の提出

期限が当該年 5.5 パーセント以下に定めら

れる日以後に到来することとなる町民税

に係る申告基準日が特例期間内に到来す

る場合には、当該町民税に係る第 52 条の

規定による延滞金については、当該年 5.5

パーセントを超えて定められる日から当

該延長された申告書の提出期限までの期

間内)は、特例期間内にその申告基準日の

到来する町民税に係る第 52 条に規定する

延滞金の年 7.3 パーセントの割合は、同条

及び前条の規定にかかわらず、当該年 7.3

パーセントの割合と当該申告基準日にお

ける当該商業手形の基準割引率のうち年

5.5 パーセントの割合を超える部分の割合

を年 0.25 パーセントの割合で除して得た

数を年 0.73 パーセントの割合に乗じて計

算した割合とを合計した割合(当該合計し

た割合が年 12.775 パーセントの割合を超

える場合には、年 12.775 パーセントの割

合)とする。 

2 略 2 略 

 (公益法人等に係る町民税の課税の特例)  (公益法人等に係る町民税の課税の特例) 

第 4 条の 2 当分の間、租税特別措置法第 40

条第 3項後段(同条第 6項から第 10 項まで

の規定によりみなして適用する場合を含

第 4条の 2 当分の間、租税特別措置法第 40

条第 3項後段(同条第 6項から第 9 項まで

の規定によりみなして適用する場合を含
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む。)の規定の適用を受けた同法第 40 条第

3項に規定する公益法人等(同条第6項から

第 10 項までの規定により特定贈与等に係

る公益法人等とみなされる法人を含む。)

を同法第 40 条第 3 項に規定する贈与又は

遺贈を行った個人とみなして、令附則第 3

条の 2の 3で定めるところにより、これに

同項に規定する財産(租税特別措置法第 40

条第 6 項から第 10 項までの規定により特

定贈与等に係る財産とみなされる資産を

含む。)に係る山林所得の金額、譲渡所得

の金額又は雑所得の金額に係る町民税の

所得割を課する。 

む。)の規定の適用を受けた同法第 40 条第

3 項に規定する公益法人等(同条第 6 項か

ら第 9 項までの規定により特定贈与等に

係る公益法人等とみなされる法人を含

む。)を同法第 40条第 3項に規定する贈与

又は遺贈を行った個人とみなして、令附則

第 3条の 2の 3で定めるところにより、こ

れに同項に規定する財産(租税特別措置法

第 40条第 6項から第 9 項までの規定によ

り特定贈与等に係る財産とみなされる資

産を含む。)に係る山林所得の金額、譲渡

所得の金額又は雑所得の金額に係る町民

税の所得割を課する。 

第 5条から第 7条の 3 略 第 5 条から第 7条の 3 略 

第 7 条の 3 の 2 平成 22 年度から平成 39 年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、

所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第 41 条又は第 41 条の 2

の 2 の規定の適用を受けた場合(居住年が

平成11年から平成18年まで又は平成21年

から平成 29 年までの各年である場合に限

る。)において、前条第 1項の規定の適用を

受けないときは、法附則第 5 条の 4 の 2 第

6項(同条第 9項の規定により読み替えて適

用される場合を含む。)に規定するところに

より控除すべき額を、当該納税義務者の第

34 条の 3 及び第 34 条の 6 の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

第 7 条の 3 の 2 平成 22 年度から平成 35 年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、

所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第 41 条又は第 41 条の 2

の 2 の規定の適用を受けた場合(居住年が

平成11年から平成18年まで又は平成21年

から平成 25 年までの各年である場合に限

る。)において、前条第 1項の規定の適用を

受けないときは、法附則第 5 条の 4 の 2 第

5 項に規定するところにより控除すべき額

を、当該納税義務者の第 34 条の 3 及び第

34条の 6の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

2 略 2 略 

(1)(2) 略 (1)(2) 略 

3 略 3 略 

 (寄附金税額控除における特例控除額の特

例) 

 (寄附金税額控除における特例控除額の特

例) 

第7条の4 第34条の7の規定の適用を受け

る町民税の所得割の納税義務者が、法第314

条の 7 第 2 項第 2 号若しくは第 3 号に掲げ

る場合に該当する場合又は第 34条の 3第 2

項に規定する課税総所得金額、課税退職所

第7条の4 第34条の7の規定の適用を受け

る町民税の所得割の納税義務者が、法第314

条の 7 第 2 項第 2 号若しくは第 3 号に掲げ

る場合に該当する場合又は第 34条の 3第 2

項に規定する課税総所得金額、課税退職所
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得金額及び課税山林所得金額を有しない場

合であって、当該納税義務者の前年中の所

得について、附則第 16 条の 3第 1項、附則

第 16 条の 4 第 1 項、附則第 17 条第 1 項、

附則第 18 条第 1 項、附則第 19 条第 1 項、

附則第 19 条の 2 第 1 項又は附則第 20 条第

1項の規定の適用を受けるときは、第 34条

の 7 第 2 項に規定する特例控除額は、同項

の規定にかかわらず、法附則第 5 条の 5 第

2項(法附則第 5条の 6第 2項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。)に定め

るところにより計算した金額とする。 

得金額及び課税山林所得金額を有しない場

合であって、当該納税義務者の前年中の所

得について、附則第 16 条の 3第 1項、附則

第 16 条の 4 第 1 項、附則第 17 条第 1 項、

附則第 18条第 1項、附則第 19条第 1項  

  又は附則第20条の2第1項の規定の適

用を受けるときは、第 34条の 7第 2項に規

定する特例控除額は、同項の規定にかかわ

らず、法附則第 5 条の 5 第 2 項   に定

めるところにより計算した金額とする。 

第 8条から第 10 条 略  第 8 条から第 10 条 略 

 (法附則第 15条第 2項第 6号等の条例で定

める割合) 

 (法附則第 15 条第 2 項第 6 号及び第 10 項

の条例で定める割合) 

第 10 条の 2 略 第 10 条の 2 略 

2 法附則第15条第 9項の条例で定める割合

は 3分の 2とする。 

2 法附則第 15 条第 10 項の条例で定める割

合は 3分の 2とする。 

第 10条の 3から第 16 条の 2 略 第 10 条の 3から第 16 条の 2 略 

 (上場株式等に係る配当所得等に係る町民

税の課税の特例) 

 (上場株式等に係る配当所得に係る町民税

の課税の特例) 

第 16 条の 3 当分の間、町民税の所得割の納

税義務者が前年中に租税特別措置法第 8 条

の 4 第 1 項に規定する上場株式等の配当等

(以下この項   において「上場株式等の

配当等」という。)を有する場合に   は、

当該上場株式等の配当等に係る利子所得及

び配当所得については、第 33条第 1項及び

第2項並びに第34条の3の規定にかかわら

ず、他の所得と区分し、前年中の当該上場

株式等の配当等に係る利子所得の金額及び

配当所得の金額として令附則第16条の2の

11第 3項で定めるところにより計算した金

額(以下この項において「上場株式等に係る

配当所得等の金額」という。)に対し、上場

株式等に係る課税配当所得等の金額(上場

株式等に係る配当所得等の金額(第 3項第 1

号の規定により読み替えて適用される第34

第 16 条の 3 当分の間、町民税の所得割の納

税義務者が前年中に租税特別措置法第 8 条

の 4 第 1 項に規定する上場株式等の配当等

(以下この項及び次項において「上場株式等

の配当等」という。)を有する場合において、

当該上場株式等の配当等の支払を受けるべ

き年の翌年の 4 月 1 日の属する年度分の町

民税について当該上場株式等の配当等に係

る配当所得につきこの項の規定の適用を受

けようとする旨の記載のある第33条第4項

に規定する申告書を提出したときは、当該

上場株式等の配当等に係る配当所得につい

ては、同条第 1項及び第 2項並びに第 34条

の 3 の規定にかかわらず、他の所得と区分

し、前年中の当該上場株式等の配当等に係

る配当所得の金額(以下この項において「上

場株式等に係る配当所得の金額」という。)
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条の 2 の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額)をいう。)の 100 分の 3 に相

当する金額に相当する町民税の所得割を課

する。この場合において、当該上場株式等

の配当等に係る配当所得については、附則

第 7条第 1項の規定は、適用しない。 

に対し、上場株式等に係る課税配当所得の

金額(上場株式等に係る配当所得の金額(第

3 項第 1 号の規定により読み替えて適用さ

れる第34条の2の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額)をいう。)の 100 分

の 3 に相当する金額に相当する町民税の所

得割を課する。この場合において、当該上

場株式等の配当等に係る配当所得について

は、附則第 7 条第 1 項の規定は、適用しな

い。 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第 8

条の 4 第 2 項に規定する特定上場株式等の

配当等(以下この項において「特定上場株式

等の配当等」という。)に係る配当所得に係

る部分は、町民税の所得割の納税義務者が

当該特定上場株式等の配当等の支払を受け

るべき年の翌年の 4 月 1 日の属する年度分

の町民税について特定上場株式等の配当等

に係る配当所得につき前項の規定の適用を

受けようとする旨の記載のある第 33条第 4

項に規定する申告書を提出した場合に限り

適用するものとし、町民税の所得割の納税

義務者が前年中に支払を受けるべき特定上

場株式等の配当等に係る配当所得について

第 33 条第 1 項及び第 2 項並びに第 34 条の

3 の規定の適用を受けた場合には、当該納

税義務者が前年中に支払を受けるべき他の

特定上場株式等の配当等に係る配当所得に

ついて、前項の規定は、適用しない。 

2 町民税の所得割の納税義務者が前年中に

支払を受けるべき上場株式等の配当等に係

る配当所得について第 33条第 1項及び第 2

項並びに第34条の3の規定の適用を受けた

場合には、当該納税義務者が前年中に支払

を受けるべき他の上場株式等の配当等に係

る配当所得について、前項の規定は、適用

しない。 

3 略 3 略 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 16 条の 3 第 1 項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額」とす

る。 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 16 条の 3 第 1 項に規定する

上場株式等に係る配当所得の金額」とす

る。 

(2) 略 (2) 略 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく
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は山林所得金額又は附則第 16 条の 3 第 1

項に規定する上場株式等に係る配当所得

等の金額」と、「若しくは山林所得金額」

とあるのは「、山林所得金額若しくは租税

特別措置法第 8条の 4第 1項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額」とす

る。 

は山林所得金額又は附則第 16 条の 3 第 1

項に規定する上場株式等に係る配当所得

の金額」と、「若しくは山林所得金額」と

あるのは「、山林所得金額若しくは租税特

別措置法第 8条の 4第 1項に規定する上場

株式等に係る配当所得の金額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 16 条の 3 第 1 項

に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、同条第 2項中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額並びに附則第 16

条の 3第 1項の規定による町民税の所得割

の額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 16 条の 3 第 1 項

に規定する上場株式等に係る配当所得の

金額」と、同条第 2項中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額並びに附則第 16 条

の 3第 1項の規定による町民税の所得割の

額」とする。 

第 16条の 4及び第 17 条 略 第 16 条の 4及び第 17 条 略 

 (優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る町民税

の課税の特例) 

 (優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る町民税

の課税の特例) 

第 17 条の 2 略 第 17 条の 2 略 

2 略 2 略 

3 第 1 項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措

置法第 33条から第 33 条の 4まで、第 34 条

から第 35 条の 2 まで、第 36 条の 2、第 36

条の 5、第 37条、第 37条の 4から第 37 条

の 7 まで、第 37 条の 9 の 4 又は第 37 条の

9 の 5 の規定の適用を受けるときは、当該

土地等の譲渡は、第 1 項に規定する優良住

宅地等のための譲渡又は前項に規定する確

定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当

しないものとみなす。 

3 第 1 項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措

置法第 33条から第 33 条の 4まで、第 34条

から第 35 条の 2 まで、第 36 条の 2、第 36

条の 5、第 37条、第 37条の 4から第 37条

の 7 まで又は第 37 条の 9 の 2 から第 37 条

の9の5までの規定の適用を受けるときは、

当該土地等の譲渡は、第 1 項に規定する優

良住宅地等のための譲渡又は前項に規定す

る確定優良住宅地等予定地のための譲渡に

該当しないものとみなす。 

第 17条の 3及び第 18 条 略 第 17 条の 3及び第 18 条 略 

 (一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

 (株式等に係る譲渡所得等に係る個人の町

民税の課税の特例) 

第 19 条 当分の間、所得割の納税義務者が 第 19 条 当分の間、所得割の納税義務者が
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前年中に租税特別措置法第 37 条の 10 第 1

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

を有する場合には、当該一般株式等に係る

譲渡所得等については、第 33 条及び第 34

条の 3 の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、前年中の当該一般株式等に係る譲渡

所得等の金額として令附則第18条第5項に

定 め る と こ ろ に よ り 計 算 し た 金 額

(   以下この項において「一般株式等に

係る譲渡所得等の金額」という。)に対し、

一般株式等に係る課税譲渡所得等の金額

(一般株式等に係る譲渡所得等の金額(次項

第 1 号の規定により読み替えて適用される

第 34条の 2の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)をいう。)の 100 分の 3

に相当する金額に相当する町民税の所得割

を課する。 

前年中に租税特別措置法第 37 条の 10 第 1

項に規定する株式等に係る譲渡所得等を有

する場合には、当該株式等に係る譲渡所得

等については、第 33 条及び第 34 条の 3 の

規定にかかわらず、他の所得と区分し、前

年中の当該株式等に係る譲渡所得等の金額

として令附則第18条第6項に定めるところ

により計算した金額(当該町民税の所得割

の納税義務者が法第 23 条第 1 項第 16 号に

規定する特定株式等譲渡所得金額(以下こ

の項において「特定株式等譲渡所得金額」

という。)に係る所得を有する場合には、当

該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金

額(第 33 条第 6 項の規定により同条第 5 項

の規定の適用を受けないものを除く。)を除

外して算定するものとする。以下この項に

おいて「株式等に係る譲渡所得等の金額」

という。)に対し、株式等に係る課税譲渡所

得等の金額(株式等に係る譲渡所得等の金

額(第2項第1号の規定により読み替えて適

用される第34条の2の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額)をいう。)の 100

分の 3 に相当する金額に相当する町民税の

所得割を課する。 

2 略 2 略 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 19 条第 1 項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 19 条第 1 項に規定する株式

等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(2) 略 (2) 略 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 19 条第 1 項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「若しくは山林所得金額」とあ

るのは「、山林所得金額若しくは租税特別

措置法第 37条の 10 第 1項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 19 条第 1 項に

規定する株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「若しくは山林所得金額」とあるのは

「、山林所得金額若しくは租税特別措置法

第 37 条の 10第 1 項に規定する株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 
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(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 19 条第 1 項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、同条第 2項中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額並びに附則第 19 条第 1

項の規定による町民税の所得割の額」とす

る。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 19 条第 1 項に規

定する株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、同条第 2項中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第 19 条第 1 項

の規定による町民税の所得割の額」とす

る。 

 (上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

 (特定管理株式等が価値を失った場合の株

式等に係る譲渡所得等の課税の特例) 

第 19 条の 2 当分の間、所得割の納税義務者

が前年中に租税特別措置法第 37条の 11第

1 項に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等を有する場合には、当該上場株式等に係

る譲渡所得等については、第 33 条第 1 項

及び第 2 項並びに第 34 条の 3 の規定にか

かわらず、他の所得と区分し、前年中の当

該上場株式等に係る譲渡所得等の金額と

して令附則第 18 条の 2 第 5 項に定めると

ころにより計算した金額(当該町民税の所

得割の納税義務者が法第 23 条第 1 項第 17

号に規定する特定株式等譲渡所得金額(以

下この項において「特定株式等譲渡所得金

額」という。)に係る所得を有する場合に

は、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所

得の金額(第 33条第 6項の規定により同条

第 5 項の規定の適用を受けないものを除

く。)を除外して算定するものとする。以

下この項において「上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」という。)に対し、上場株

式等に係る課税譲渡所得等の金額(上場株

式等に係る譲渡所得等の金額(次項におい

て準用する前条第 2項第 1号の規定により

読み替えて適用される第 34 条の 2 の規定

の適用がある場合には、その適用後の金

額)をいう。)の 100 分の 3に相当する金額

に相当する町民税の所得割を課する。 

第19条の2 町民税の所得割の納税義務者に

ついて、その有する租税特別措置法第 37条

の 10 の 2 第 1 項に規定する特定管理株式

(以下この項及び次項において「特定管理株

式」という。)又は同条第 1項に規定する特

定保有株式(以下この条において「特定保有

株式」という。)が株式としての価値を失っ

たことによる損失が生じた場合として同条

第 1 項各号に掲げる事実が発生したとき

は、当該事実が発生したことは当該特定管

理株式又は特定保有株式の譲渡(金融商品

取引法(昭和 23年法律第 25号)第 28 条第 8

項第 3 号イに掲げる取引の方法により行う

ものを除く。以下この項及び次項において

同じ。)をしたことと、当該損失の金額とし

て令附則第18条の2第5項で定める金額は

当該特定管理株式又は特定保有株式の譲渡

をしたことにより生じた損失の金額とそれ

ぞれみなして、この条及び前条の規定その

他のこの条例の規定を適用する。 

 

2 前条第 2 項の規定は、前項の規定の適用 2 町民税の所得割の納税義務者が前年中に
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がある場合について準用する。この場にお

いて、同条第 2項中「附則第 19 条第 1項」

とあるのは「附則第 19条の 2第 1項」と、

「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と

あるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「租税特別措置法」とあるのは

「租税特別措置法第 37 条の 11第 6項の規

定により読み替えて準用される同法」と読

み替えるものとする。 

租税特別措置法第 37条の 10 の 2第 1項に

規定する特定管理口座(その者が 2 以上の

特定管理口座を有する場合には、それぞれ

の特定管理口座)に係る同条第 1 項に規定

する振替口座簿に記載若しくは記録がさ

れ、又は特定管理口座に保管の委託がされ

ている特定管理株式の譲渡(これに類する

ものとして令附則第 18 条の 2 第 2 項で定

めるものを含む。以下この項において同

じ。)をした場合には、令附則第 18 条の 2

第 6項で定めるところにより、当該特定管

理株式の譲渡による事業所得の金額、譲渡

所得の金額又は雑所得の金額と当該特定

管理株式の譲渡以外の同法第 37条の 10第

2 項に規定する株式等の譲渡による事業所

得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金

額とを区分して、これらの金額を計算する

ものとする。 

 3 第 1 項の規定は、令附則第 18 条の 2 第 7

項で定めるところにより、第 1項に規定す

る事実が発生した年の末日の属する年度

の翌年度分の第 36 条の 2 第 1 項又は第 4

項の規定による申告書(その提出期限後に

おいて町民税の納税通知書が送達される

ときまでに提出されたもの及びそのとき

までに提出された第 36 条の 3 第 1 項の確

定申告書を含む。)に第 1 項の規定の適用

を受けようとする旨の記載があるとき(こ

れらの申告書にその記載がないことにつ

いてやむを得ない理由があると町長が認

めるときを含む。)に限り、適用する。 

 第 19 条の 3 削除 

  (特定口座を有する場合の町民税の所得計

算の特例) 

 第19条の4 町民税の所得割の納税義務者が

前年中に租税特別措置法第 37 条の 11 の 3

第 3項第 1号に規定する特定口座を有する

場合における法附則第 35 条の 2 第 6 項に
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規定する株式等に係る譲渡所得等の金額

の計算については、法附則第 35 条の 2の 4

第 4項及び第 5項に定めるところにより行

うものとする。 

  (源泉徴収選択口座内配当等に係る町民税

の所得計算の特例) 

 第19条の5 町民税の所得割の納税義務者が

支払を受ける租税特別措置法第 37 条の 11

の 6第 1項に規定する源泉徴収選択口座内

配当等(以下この条及び次条において「源

泉徴収選択口座内配当等」という。)につ

いては、令附則第 18条の 4の 2第 10 項で

定めるところにより、当該源泉徴収選択口

座内配当等に係る配当所得の金額と当該

源泉徴収選択口座内配当等以外の配当等

(所得税法第 24条第 1項に規定する配当等

をいう。)に係る配当所得の金額とを区分

して、これらの金額を計算するものとす

る。 

 2 町民税の所得割の納税義務者が第 33条第

4 項の規定によりその有する源泉徴収選択

口座内配当等に係る所得についての記載を

した同項に規定する申告書を提出する場合

には、当該申告書には、当該源泉徴収選択

口座内配当等に係る租税特別措置法第 37

条の11の4第1項に規定する源泉徴収選択

口座(以下次条において「源泉徴収選択口

座」という。)において前年中に交付を受け

たすべての源泉徴収選択口座内配当等に係

る所得についての記載を行うものとする。 

  (上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及

び繰越控除) 

 第 19 条の 6 所得割の納税義務者の平成 22

年度分以後の各年度分の法附則第 35条の 2

の6第12項に規定する上場株式等に係る譲

渡損失の金額(以下この項及び次項におい

て「上場株式等に係る譲渡損失の金額」と

いう。)は、当該上場株式等に係る譲渡損失
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の金額の生じた年の末日の属する年度の翌

年度の町民税について上場株式等に係る譲

渡損失の金額の控除に関する事項を記載し

た第36条の2第 1項の規定による申告書を

提出した場合(町長においてやむを得ない

事情があると認める場合には、当該申告書

をその提出期限後において町民税の納税通

知書が送達される時までに提出した場合を

含む。)に限り、附則第 16 条の 3 第 1 項に

規定する上場株式等に係る配当所得の金額

の計算上控除する。 

 2 前項の町民税の所得割の納税義務者が同

項の規定により申告する上場株式等に係る

譲渡損失の金額のうちに法附則第 35条の 2

の 5 第 3 項の規定により特別徴収義務者が

源泉徴収選択口座内配当等について徴収し

て納入すべき都民税の配当割の額の計算上

当該源泉徴収選択口座内配当等の額から控

除した同項各号に掲げる損失の金額がある

場合には、第 33 条第 4項に規定する申告書

に当該源泉徴収選択口座内配当等に係る源

泉徴収選択口座において前年中に交付を受

けたすべての源泉徴収選択口座内配当等に

係る所得についての記載を行うものとす

る。 

 3 第 1 項の規定の適用がある場合における

附則第 16条の 3の規定の適用については、

同条第 1項中「配当所得の金額(以下」とあ

るのは「配当所得の金額(附則第 19 条の 6

第 1 項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額。以下」とする。 

 4 所得割の納税義務者の前年前 3 年内の各

年に生じた法附則第 35 条の 2 の 6 第 16 項

に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金

額(この項の規定により前年前において控

除されたものを除く。以下この項において

「上場株式等に係る譲渡損失の金額」とい

う。)は、当該上場株式等に係る譲渡損失の
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金額の生じた年の末日の属する年度の翌年

度の町民税について上場株式等に係る譲渡

損失の金額の控除に関する事項を記載した

第36条の2第 1項又は第4項の規定による

申告書(第6項において準用する同条第5項

の規定による申告書を含む。以下この項に

おいて同じ。)を提出した場合(町長におい

てやむを得ない事情があると認める場合に

は、これらの申告書をその提出期限後にお

いて町民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出した場合を含む。)において、その

後の年度分の町民税について連続してこれ

らの申告書(その提出期限後において町民

税の納税通知書が送達される時までに提出

されたものを含む。)を提出しているときに

限り、附則第 19 条第 1項に規定する株式等

に係る譲渡所得等の金額及び附則第 16 条

の 3 第 1 項に規定する上場株式等に係る配

当所得の金額(第 1 項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額。)の計算上控

除する。 

 5 前項の規定の適用がある場合における附

則第16条の 3第 1項及び第2項並びに附則

第 19条第 1項の規定の適用については、附

則第16条の3第 1項中「配当所得の金額(以

下」とあるのは「配当所得の金額(附則第

19条の 6第 4項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額。以下」と、附則第

19 条第 1 項中「計算した金額(」とあるの

は、「計算した金額(附則第19条の6第4項

の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額とし、」とする。 

 6 第 36 条の 2第 5項の規定は、同条第 1項

ただし書に規定する者(同条第 3 項の規定

によって同条第 1 項の申告書を提出する義

務を有する者を除く。)が、当該年度の翌年

度以後の年度において第 4 項の規定の適用

を受けようとする場合であって、当該年度
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の町民税について同条第 4 項の規定による

申告書を提出すべき場合及び同条第 5 項の

規定によって同条第 1 項の申告書を提出す

ることができる場合のいずれにも該当しな

い場合について準用する。この場合におい

て、同条第 5 項中「純損失又は雑損失の金

額」とあるのは「附則第 19 条の 6第 4項に

規定する上場株式等に係る譲渡損失の金

額」と、「、第 1項の申告書」とあるのは「、

同項に規定する上場株式等に係る譲渡損失

の金額の控除に関する事項を記載した施行

規則第 5 号の 4 様式(別表)による申告書」

と読み替えるものとする。 

 7 第 4 項の規定の適用がある場合における

第 36条の 3の規定の適用については、同条

第 1項中「確定申告書(」とあるのは「確定

申告書(租税特別措置法第37条の12の2第

11 項(同法第 37 条の 13 の 2 第 7 項におい

て準用する場合を含む。)において準用する

所得税法第 123 条第 1 項の規定による申告

書を含む。」と、「又は第 3 項から第 5 項ま

で」とあるのは「若しくは第 3 項から第 5

項まで又は附則第19条の6第 6項において

準用する前条第 5項」と、同条第 2項中「又

は第 3 項から第 5 項まで」とあるのは「若

しくは第 3項から第 5項まで又は附則第 19

条の6第6項において準用する前条第5項」

とする。 

  (特定中小会社が発行した株式に係る譲渡

損失の繰越控除等及び譲渡所得等の課税

の特例) 

 第 20 条 租税特別措置法第 37 条の 13 第 1

項に規定する特定中小会社の同項に規定

する特定株式(以下この条において「特定

株式」という。)を払込み(当該株式の発行

に際してするものに限る。以下この条にお

いて同じ。)により取得(法附則第 35 条の 3

第 9項に規定する取得をいう。以下この条
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において同じ。)をした所得割の納税義務

者(令附則第 18 条の 6 第 17 項に規定する

者を除く。以下この条において同じ。)に

ついて、租税特別措置法第 37 条の 13 の 2

第 1 項に規定する適用期間内に、その有す

る当該払込みにより取得をした特定株式

が株式としての価値を失ったことによる

損失が生じた場合として同項各号に掲げ

る事実が発生したときは、同項各号に掲げ

る事実が発生したことは当該特定株式の

譲渡をしたことと、当該損失の金額として

法附則第 35 条の 3 第 9 項に規定する金額

は当該特定株式の譲渡をしたことにより

生じた損失の金額とそれぞれみなして、こ

の条例の規定を適用する。 

 2 前項の規定は、同項に規定する事実が発

生した年の末日の属する年度の翌年度分

の第 36 条の 2 第 1 項若しくは第 4 項の規

定による申告書又は第 5項において準用す

る同条第 5 項の規定による申告書(その提

出期限後において町民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第 36 条の 3 第 1

項の確定申告書又は租税特別措置法第 37

条の 13 の 2 第 7 項において準用する同法

第 37 条の 12 の 2 第 11 項において準用す

る所得税法第 123 条第 1項の規定による申

告書を含む。)に前項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるとき(これらの

申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると町長が認めると

きを含む。)に限り、適用する。 

 3 所得割の納税義務者の前年前 3 年内の各

年に生じた法附則第 35条の 3第 12 項に規

定する特定株式に係る譲渡損失の金額(こ

の項の規定により前年前において控除さ

れたものを除く。以下この条において「特

定株式に係る譲渡損失の金額」という。)
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は、当該特定株式に係る譲渡損失の金額の

生じた年の末日の属する年度の翌年度の

町民税について特定株式に係る譲渡損失

の金額の控除に関する事項を記載した第

36条の2第 1項又は第4項の規定による申

告書(第 5 項において準用する同条第 5 項

の規定による申告書を含む。以下この項に

おいて同じ。)を提出した場合(町長におい

てやむを得ない事情があると認める場合

には、これらの申告書をその提出期限後に

おいて町民税の納税通知書が送達される

時までに提出した場合を含む。)において、

その後の年度分の町民税について連続し

てこれらの申告書(その提出期限後におい

て町民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたものを含む。)を提出して

いるときに限り、附則第 19 条第 1 項に規

定する株式等に係る譲渡所得等の金額の

計算上控除する。 

 4 前項の規定の適用がある場合における附

則第 19条第 1項の規定の適用については、

同項中「計算した金額(」とあるのは、「計

算した金額(附則第 20条第 3項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額と

し、」とする。 

 5 第 36 条の 2第 5項の規定は、同条第 1項

ただし書に規定する者(同条第 3 項の規定

によって同条第 1項の申告書を提出する義

務を有する者を除く。)が、当該年度の翌

年度以後の年度において第 3項の規定の適

用を受けようとする場合であって、当該年

度の町民税について同条第 4項の規定によ

る申告書を提出すべき場合及び同条第 5項

の規定によって同条第 1項の申告書を提出

することができる場合のいずれにも該当

しない場合について準用する。この場合に

おいて、同条第 5項中「純損失又は雑損失

の金額」とあるのは「附則第 20 条第 3 項
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に規定する特定株式に係る譲渡損失の金

額」と、「、第 1 項の申告書」とあるのは

「、同項に規定する特定株式に係る譲渡損

失の金額の控除に関する事項を記載した

施行規則第 5号の 4様式(別表)による申告

書」と読み替えるものとする。 

 6 第 3 項の規定の適用がある場合における

第 36 条の 3 の規定の適用については、同

条第 1項中「確定申告書(」とあるのは「確

定申告書(租税特別措置法第37条の13の2

第 7 項において準用する同法第 37 条の 12

の 2 第 11 項において準用する所得税法第

123 条第 1項の規定による申告書を含む。」

と、「又は第 3 項から第 5 項まで」とある

のは「若しくは第 3項から第 5項まで又は

附則第 20 条第 5 項において準用する前条

第 5項」と、同条第 2項中「又は第 3項か

ら第 5 項まで」とあるのは「若しくは第 3

項から第 5 項まで又は附則第 20 条第 5 項

において準用する前条第 5項」とする。 

 (先物取引に係る雑所得等に係る個人の町

民税の課税の特例) 

 (先物取引に係る雑所得等に係る個人の町

民税の課税の特例) 

第 20 条 略 第 20 条の 2 略 

2 略 2 略 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金

額、附則第 20条第 1項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」とする。 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 20 条の 2 第 1 項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条第 1 項の規定による町民

税の所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項

前段、第 34 条の 8、第 34 条の 9 第 1 項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 2 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額」と、第 34 条の 7第 1

項前段、第 34条の 8、第 34 条の 9第 1項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割
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の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条第 1 項の規定による町民税の所得

割の額」と、第 34条の 7第 1項後段中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第 20 条第 1 項の規定による町民税の所

得割の額の合計額」とする。 

の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条の 2 第 1 項の規定による町民税の

所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 2 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 20 条第 1 項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、「若しくは山林所得金額」とあるのは

「、山林所得金額若しくは租税特別措置法

第 41 条の 14第 1 項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 20 条の 2 第 1

項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」と、「若しくは山林所得金額」とあ

るのは「、山林所得金額若しくは租税特別

措置法第 41条の 14 第 1項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 20 条第 1 項に規

定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、同条第 2項中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第 20 条第 1 項

の規定による町民税の所得割の額」とす

る。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 20 条の 2 第 1 項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、同条第 2項中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額並びに附則第 20 条の 2

第 1項の規定による町民税の所得割の額」

とする。 

  (先物取引の差金等決済に係る損失の繰越

控除) 

 第 20 条の 3 所得割の納税義務者の前年前 3

年内の各年に生じた法附則第35条の4の2

第 8項に規定する先物取引の差金等決済に

係る損失の金額(この項の規定により前年

前において控除されたものを除く。以下こ

の項において「先物取引の差金等決済に係

る損失の金額」という。)は、当該先物取

引の差金等決済に係る損失の金額の生じ

た年の末日の属する年度の翌年度の町民

税について先物取引の差金等決済に係る

損失の金額の控除に関する事項を記載し

た第 36 条の 2 第 1 項又は第 4 項の規定に

よる申告書(第 3 項において準用する同条

第 5項の規定による申告書を含む。以下こ
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の項において同じ。)を提出した場合町長

においてやむを得ない事情があると認め

る場合には、これらの申告書をその提出期

限後において町民税の納税通知書が送達

される時までに提出した場合を含む。)に

おいて、その後の年度分の町民税について

連続してこれらの申告書(その提出期限後

において町民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたものを含む。)を提

出しているときに限り、前条第 1項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額の計

算上控除する。 

 2 前項の規定の適用がある場合における前

条第 1項の規定の適用については、同項中

「計算した金額(」とあるのは、「計算した

金額(次条第 1 項の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額。)とする。 

 3 第 36 条の 2第 5項の規定は、同条第 1項

ただし書に規定する者(同条第 3 項の規定

によって同条第 1項の申告書を提出する義

務を有する者を除く。)が、当該年度の翌

年度以後の年度において第 1項の規定の適

用を受けようとする場合であって、当該年

度の町民税について同条第 4項の規定によ

る申告書を提出すべき場合及び同条第 5項

の規定によって同条第 1項の申告書を提出

することができる場合のいずれにも該当

しない場合について準用する。この場合に

おいて、同条第 5項中「純損失又は雑損失

の金額」とあるのは「附則第 20 条の 3第 1

項に規定する先物取引の差金等決済に係

る損失の金額」と、「、第 1 項の申告書」

とあるのは「、同項に規定する先物取引の

差金等決済に係る損失の金額の控除に関

する事項を記載した施行規則第 5号の 4様

式(別表)による申告書」と読み替えるもの

とする。 

 4 第 1 項の規定の適用がある場合における
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第 36 条の 3 の規定の適用については、同

条第 1項中「確定申告書(」とあるのは「確

定申告書(租税特別措置法第41条の15第5

項において準用する所得税法第 123 条第 1

項の規定による申告書を含む。」と、「又は

第 3項から第 5項まで」とあるのは「若し

くは第 3 項から第 5 項まで又は附則第 20

条の3第3項において準用する前条第5項」

と、同条第 2項中「又は第 3項から第 5項

まで」とあるのは「若しくは第 3項から第

5項まで又は附則第20条の3第 3項におい

て準用する前条第 5項」とする。 

 (条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

 (条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

第 20 条の 2 略 第 20 条の 4 略 

2 略 2 略 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 20 条の 2 第 1 項に規定する

条約適用利子等の額」とする。 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 20 条の 4 第 1 項に規定する

条約適用利子等の額」とする。 

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 2 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額」と、第 34 条の 7第 1

項前段、第 34条の 8、第 34 条の 9第 1項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条の 2 第 1 項の規定による町民税の

所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 2 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 4 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額」と、第 34 条の 7第 1

項前段、第 34条の 8、第 34 条の 9第 1項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条の 4 第 1 項の規定による町民税の

所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 4 第 1 項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく
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は山林所得金額又は附則第 20 条の 2 第 1

項に規定する条約適用利子等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは租税条約等

実施特例法第 3 条の 2 第 16 項に規定する

特定利子に係る利子所得の金額、同条第 18

項に規定する特定収益分配に係る配当所

得の金額、同条第 22 項に規定する特定懸

賞金等に係る一時所得の金額若しくは同

条第 24 項に規定する特定給付補てん金等

に係る雑所得等の金額」とする。 

は山林所得金額又は附則第 20 条の 4 第 1

項に規定する条約適用利子等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは租税条約等

実施特例法第 3 条の 2 第 16 項に規定する

特定利子に係る利子所得の金額、同条第 18

項に規定する特定収益分配に係る配当所

得の金額、同条第 22 項に規定する特定懸

賞金等に係る一時所得の金額若しくは同

条第 24 項に規定する特定給付補てん金等

に係る雑所得等の金額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 20 条の 2 第 1 項

に規定する条約適用利子等の額」と、同条

第 2項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第 20 条の 2 第 1 項の規

定による町民税の所得割の額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第20条の4第1項に

規定する条約適用利子等の額」と、同条第

2 項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第20条の4第 1項の規定に

よる町民税の所得割の額」とする。 

3 及び 4 略 3 及び 4 略 

5 略 5 略 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 20 条の 2 第 3 項に規定する

条約適用配当等の額」とする。 

(1)第 34 条の 2の規定の適用については、同

条中「総所得金額」とあるのは、「総所得

金額、附則第 20 条の 4 第 3 項に規定する

条約適用配当等の額」とする。 

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 2 第 3 項の規定による

町民税の所得割の額」と、第 34 条の 7第 1

項前段、第 34条の 8、第 34 条の 9第 1項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条の 2 第 3 項の規定による町民税の

所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

(2)第 34 条の 6 から第 34 条の 8 まで、第 34

条の 9第 1項、附則第 7条第 1項、附則第

7 条の 3 第 1 項及び附則第 7 条の 3 の 2 第

1項の規定の適用については、第 34条の 6

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第 20 条の 4 第 3 項の規定による

町民税の所得割の額」と、第 34 条の 7第 1

項前段、第 34条の 8、第 34 条の 9第 1項、

附則第 7条第 1項、附則第 7条の 3第 1項

及び附則第 7条の 3の 2第 1項中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第 20 条の 4 第 3 項の規定による町民税の

所得割の額」と、第 34 条の 7 第 1 項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額
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及び附則第 20 条の 2 第 3 項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」と、第 34

条の 9 第 1 項中「第 33 条第 4 項」とある

のは「附則第 20 条の 2第 4項」とする。 

及び附則第 20 条の 4 第 3 項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」と、第 34

条の 9 第 1 項中「第 33 条第 4 項」とある

のは「附則第 20 条の 4第 4項」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 20 条の 2 第 3

項に規定する条約適用配当等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは租税条約等

実施特例法第 3 条の 2 第 20 項に規定する

申告不要特定配当等に係る利子所得の金

額又は配当所得の金額」とする。 

(3)第 35 条の規定の適用については、同条中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は附則第 20 条の 4 第 3

項に規定する条約適用配当等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額若しくは租税条約等

実施特例法第 3 条の 2 第 20 項に規定する

申告不要特定配当等に係る   配当所

得の金額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 20 条の 2 第 3 項

に規定する条約適用配当等の額」と、同条

第 2項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第 20 条の 2 第 3 項の規

定による町民税の所得割の額」とする。 

(4)附則第 5 条の規定の適用については、同

条第 1項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第 20 条の 4 第 3 項

に規定する条約適用配当等の額」と、同条

第 2項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第 20 条の 4 第 3 項の規

定による町民税の所得割の額」とする。 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1

項の規定の適用がある場合(第 3 項後段の

規定の適用がある場合を除く。)における第

34 条の 9の規定の適用については、同条第

1 項中「又は同条第 6 項」とあるのは「若

しくは附則第20条の2第3項に規定する条

約適用配当等(以下「条約適用配当等」とい

う。)に係る所得が生じた年の翌年の 4月 1

日の属する年度分の第36条の2第1項の規

定による申告書(その提出期限後において

町民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出され

た第36条の3第 1項の確定申告書を含む。)

にこの項の規定の適用を受けようとする旨

及び当該条約適用配当等に係る所得の明細

に関する事項の記載がある場合(これらの

申告書にこれらの記載がないことについて

やむを得ない理由があると町長が認めると

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1

項の規定の適用がある場合(第 3 項後段の

規定の適用がある場合を除く。)における第

34 条の 9の規定の適用については、同条第

1 項中「又は同条第 6 項」とあるのは「若

しくは附則第20条の4第3項に規定する条

約適用配当等(以下「条約適用配当等」とい

う。)に係る所得が生じた年の翌年の 4月 1

日の属する年度分の第36条の2第1項の規

定による申告書(その提出期限後において

町民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出され

た第36条の3第 1項の確定申告書を含む。)

にこの項の規定の適用を受けようとする旨

及び当該条約適用配当等に係る所得の明細

に関する事項の記載がある場合(これらの

申告書にこれらの記載がないことについて

やむを得ない理由があると町長が認めると
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きを含む。)であって、当該条約適用配当等

に係る所得の金額の計算の基礎となった条

約適用配当等の額について租税条約等の実

施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律(昭和 44年法律第 46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)

第 3 条の 2 の 2 第 1 項の規定及び法第 2 章

第 1 節第 5 款の規定により配当割額を課さ

れたとき、又は第 33条第 6項」と、同条第

3 項中「法第 37 条の 4」とあるのは「租税

条約等実施特例法第 3 条の 2 の 2 第 9 項の

規定により読み替えて適用される法第 37

条の 4」とする。 

きを含む。)であって、当該条約適用配当等

に係る所得の金額の計算の基礎となった条

約適用配当等の額について租税条約等の実

施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律(昭和 44年法律第 46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)

第 3 条の 2 の 2 第 1 項の規定及び法第 2 章

第 1 節第 5 款の規定により配当割額を課さ

れたとき、又は第 33条第 6項」と、同条第

3 項中「法第 37 条の 4」とあるのは「租税

条約等実施特例法第 3 条の 2 の 2 第 9 項の

規定により読み替えて適用される法第 37

条の 4」とする。 

  (保険料に係る個人の町民税の課税の特

例) 

 第20条の5 所得割の納税義務者が支払った

又は控除される保険料(租税条約等実施特

例法第 5条の 2第 1項に規定する保険料を

いう。)については、法第 314 条の 2 第 1

項第 3 号に規定する社会保険料とみなし

て、この条例の規定を適用する。 

2 第 36 条の 2第 4項の規定は、前項の納税

義務者(同条第 1 項又は第 3 項の規定に

よって同条第 1項の申告書を提出する義務

を有する者を除く。)が前項の規定により

適用されるこの条例の規定により社会保

険料控除額の控除を受けようとする場合

について、準用する。この場合において、

同条第 4項中「若しくは医療費控除額」と

あるのは「、医療費控除額若しくは社会保

険料控除額」と読み替えるものとする。 

第 21条から第 22 条 略 第 21 条から第 22 条 略 

 (東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る譲渡期限の延長等の特例) 

 (東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る譲渡期限の延長の特例) 

第22条の2 その有していた家屋でその居住

の用に供していたものが東日本大震災(平

成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平

洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事

第 22 条の 2 その有していた家屋でその居住

の用に供していたものが東日本大震災(平

成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平

洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事
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故による災害をいう。次項において同じ。)

により滅失(東日本大震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨時特例に関する法律

(平成 23 年法律第 29 号。以下この条及び次

条において「震災特例法」という。)第 11

条の 6 第 1 項に規定する滅失をいう。以下

この項及び次項において同じ。)をしたこと

によってその居住の用に供することができ

なくなった所得割の納税義務者が、当該滅

失をした当該家屋の敷地の用に供されてい

た土地等(同条第1項に規定する土地等をい

う。次項において同じ。)の譲渡(震災特例

法第11条の4第6項に規定する譲渡をいう。

次項において同じ。)をした場合には、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句として、附則第 17 条、附則第 17条の 2、

附則第 17 条の 3 又は附則第 18 条の規定を

適用する。 

附

則

第

17

条

第 1

項 

第 35 条

第 1項 

 

第35条第1項(東日本大

震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特

例に関する法律(平成

23 年法律第 29 号)第 11

条の6第1項の規定によ

り適用される場合を含

む。) 

同 法第

31 条第

1項 

租税特別措置法第 31

条第 1項 

附

則

第

17

条

の 2

第 3

項 

第 35 条

の 2 ま

で 、第

36 条の

2、第 36

条の 5 

第 34 条の 3 まで、第

35 条(東日本大震災の

被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関

する法律第11条の6第

1 項の規定により適用

される場合を含む。)、

第 35 条の 2、第 36 条

故による災害をいう。)により滅失(東日本

大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律(平成 23 年法律第 29

号。以下この項及び次条において「震災特

例法」という。)第 11 条の 6 第 1 項に規定

する滅失をいう。以下この項において同

じ。)をしたことによってその居住の用に供

することができなくなった所得割の納税義

務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の

用に供されていた土地又は当該土地の上に

存する権利の譲渡(震災特例法第 11 条の 4

第 6項に規定する譲渡をいう。)をした場合

には、附則第 17 条第 1 項中「第 36 条」と

あるのは「第 36 条(東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律(平成 23年法律第 29号)第 11条の 6第

1項の規定により適用される場合を含む。)」

と、「同法第 31 条第 1 項」とあるのは「租

税特別措置法第 31条第 1項」と、附則第 17

条の 2第 3項中「第 37条の 9の 5まで」と

あるのは「第 37 条の 9 の 5 まで(東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律第 11条の 6第 1項の規定

により適用される場合を含む。)」と、附則

第 17条の 3第 1項中「租税特別措置法第 31

条の 3 第 1 項」とあるのは「東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する法律第 11条の 6第 1項の規定によ

り適用される租税特別措置法第31条の3第

1項」と、附則第 18 条第 1項中「第 36条」

とあるのは「第 36 条(東日本大震災の被災

者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第 11条の 6第 1項の規定により適用

される場合を含む。)」と、「同法第 32 条第

1 項」とあるのは「租税特別措置法第 32 条

第 1 項」として、附則第 17 条、附則第 17

条の 2、附則第 17条の 3又は附則第 18条の

規定を適用する。 
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の2若しくは第36条の

5(これらの規定が東日

本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律第

11条の 6第 1項の規定

により適用される場合

を含む。) 

附

則

第

17

条

の 3

第 1

項 

租 税特

別 措置

法第 31

条の 3

第 1項 

東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法

律第11条の6第1項の

規定により適用される

租税特別措置法第 31

条の 3第 1項 

附

則

第

18

条

第 1

項 

第 35 条

第 1項 

第 35 条第 1 項(東日本

大震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨時

特例に関する法律第11

条の 6 第 1 項の規定に

より適用される場合を

含む。) 

同 法第

32 条第

1項 

租税特別措置法第 32

条第 1項 

 

2 その有していた家屋でその居住の用に供

していたものが東日本大震災により滅失

をしたことによってその居住の用に供す

ることができなくなった所得割の納税義

務者(以下この項において「被相続人」と

いう。)の相続人(震災特例法第 11 条の 6

第 2項に規定する相続人をいう。以下この

項において同じ。)が、当該滅失をした旧

家屋(同条第 2項に規定する旧家屋をいう。

以下この項において同じ。)の敷地の用に

供されていた土地等の譲渡をした場合(当

該譲渡の時までの期間当該土地等を当該
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相続人の居住の用に供する家屋の敷地の

用に供していない場合に限る。)における

当該土地等(当該土地等のうちにその居住

の用に供することができなくなった時の

直前において旧家屋に居住していた者以

外の者が所有していた部分があるときは、

当該土地等のうち当該部分以外の部分に

係るものに限る。以下この項において同

じ。)の譲渡については、当該相続人は、

当該旧家屋を当該被相続人がその取得を

した日として令附則第 27 条の 2 第 4 項で

定める日から引き続き所有していたもの

と、当該直前において当該旧家屋の敷地の

用に供されていた土地等を所有していた

ものとそれぞれみなして、前項の規定によ

り読み替えられた附則第 17 条、附則第 17

条の 2、附則第 17 条の 3 又は附則第 18 条

の規定を適用する。 

3 前 2 項の規定は、これらの適用を受けよ

うとする年度分の第36条の2第1項の規定

による申告書(その提出期限後において町

民税の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出された

第 36 条の 3 第 1 項の確定申告書を含む。)

に、これらの規定の適用を受けようとする

旨の記載があるとき(これらの申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理

由があると町長が認めるときを含む。)に限

り、適用する。 

2 前項の規定は、同項の規定の適用を受け

ようとする年度分の第 36 条の 2 第 1 項の

規定による申告書(その提出期限後におい

て町民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提

出された第 36 条の 3 第 1 項の確定申告書

を含む。)に、前項の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載があるとき(これらの申

告書にその記載がないことについてやむ

を得ない理由があると町長が認めるとき

を含む。)に限り、適用する。 

 (東日本大震災に係る住宅借入金等特別税

額控除の適用期間等の特例) 

 (東日本大震災に係る住宅借入金等特別税

額控除の適用期間等の特例) 

第 23 条 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき震災特例法第13条第1項の規定

の適用を受けた場合における附則第 7 条の

3 及び附則第 7 条の 3 の 2 の規定の適用に

ついては、附則第 7 条の 3 第 1 項中「租税

特別措置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2」

とあるのは「東日本大震災の被災者等に係

第 23 条 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき震災特例法第13条第1項の規定

の適用を受けた場合における附則第 7 条の

3 及び附則第 7 条の 3 の 2 の規定の適用に

ついては、附則第 7 条の 3 第 1 項中「租税

特別措置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2」

とあるのは「東日本大震災の被災者等に係
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る国税関係法律の臨時特例に関する法律

(平成23年法律第29号)第 13条第1項の規

定により読み替えて適用される租税特別措

置法第 41 条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第 41 条の 2 の 2」と、

「法附則第 5条の 4第 6項」とあるのは「法

附則第45条第4項の規定により読み替えて

適用される法附則第 5 条の 4 第 6 項」と、

附則第 7 条の 3 の 2 第 1 項中「租税特別措

置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2」とある

のは「東日本大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律第 13 条

第 1 項の規定により読み替えて適用される

租税特別措置法第 41 条又は同項の規定に

より適用される租税特別措置法第 41条の 2

の 2」と、「法附則第 5条の 4の 2第 6項(同

条第 9 項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。)」とあるのは「法附則第

45条第 4項の規定により読み替えて適用さ

れる法附則第 5 条の 4 の 2 第 6 項」と、同

条第 2項第 2号中「租税特別措置法第 41条

の 2 の 2」とあるのは「東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関

する法律第13条第1項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第 41条の 2の 2」とす

る。 

る国税関係法律の臨時特例に関する法律

(平成 23年法律第29号)第 13条第1項の規

定により読み替えて適用される租税特別措

置法第 41 条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第 41 条の 2 の 2」と、

「法附則第 5条の 4第 6項」とあるのは「法

附則第45条第3項の規定により読み替えて

適用される法附則第 5 条の 4 第 6 項」と、

附則第 7 条の 3 の 2 第 1 項中「租税特別措

置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2」とある

のは「東日本大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律第 13 条

第 1 項の規定により読み替えて適用される

租税特別措置法第 41 条又は同項の規定に

より適用される租税特別措置法第 41条の 2

の 2」と、「法附則第 5条の 4の 2第 5項」

とあるのは「法附則第 45条第 3項の規定に

より読み替えて適用される法附則第 5 条の

4の 2第 5項」と、同条第 2項第 2号中「租

税特別措置法第 41条の 2の 2」とあるのは

「東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律第13条第1項

の規定により適用される租税特別措置法第

41 条の 2の 2」とする。 

2 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき震災特例法第 13条第 3項若しくは第 4

項又は第13条の2第 1項から第6項までの

規定の適用を受けた場合における附則第 7

条の 3 及び第 7 条の 3 の 2 の規定の適用に

ついては、附則第 7 条の 3 第 1 項中「法附

則第 5 条の 4 第 6 項」とあるのは「法附則

第45条第5項の規定により読み替えて適用

される法附則第 5 条の 4 第 6 項」と、附則

第 7 条の 3 の 2 第 1 項中「法附則第 5 条の

4の 2第 6項(同条第 9項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。)」とあるの

2 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき震災特例法第 13条第 3項若しくは第 4

項又は第13条の2第 1項から第5項までの

規定の適用を受けた場合における附則第 7

条の 3 及び第 7 条の 3 の 2 の規定の適用に

ついては、附則第 7 条の 3 第 1 項中「法附

則第 5 条の 4 第 6 項」とあるのは「法附則

第45条第4項の規定により読み替えて適用

される法附則第 5 条の 4 第 6 項」と、附則

第 7 条の 3 の 2 第 1 項中「法附則第 5 条の

4の 2第 5項」とあるのは「法附則第 45条

第 4 項の規定により読み替えて適用される
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は「法附則第 45条第 5項の規定により読み

替えて適用される法附則第 5 条の 4 の 2 第

6 項(法附則第 45 条第 6 項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。)」とする。 

法附則第 5条の 4の 2第 5項」とする。 

第 24条及び第 25 条 略 第 24 条及び第 25 条 略 

  

   附 則  

 (施行期日)  

第 1条 この条例は、公布の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 

(1)第 34 条の 7第 2項の改正規定並びに附則

第 3 条の 2、第 4 条第 1 項及び第 4 条の 2

の改正規定、附則第 7 条の 4 の改正規定

(「附則第 5条の 5第 2項」の次に「(法附

則第 5条の 6第 2項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。)」を加える部

分に限る。)並びに附則第 17条の 2第 3項

及び第 22 条の 2 の改正規定並びに次条並

びに附則第 3条第 3項及び第 5項の規定  

平成 26 年 1 月 1 日 

 

(2)附則第 7条の 3の 2第 1項及び第 23条の

改正規定並びに附則第 3条第 6項の規定  

平成 27 年 1 月 1 日 

 

(3)附則第 3条第 1項の規定 平成 28年 1 月

1 日 

 

(4)第 47 条の 2 第 1 項及び第 47 条の 5 第 1

項の改正規定並びに附則第 3条第 2項の規

定 平成 28 年 10 月 1 日 

 

(5)附則第 7 条の 4 の改正規定(「附則第 19

条第 1項」の次に「、附則第 19 条の 2第 1

項」を加え、「附則第 20 条の 2」を「附則

第 20条」に改める部分に限る。)、附則第

16 条の 3、第 19条及び第 19条の 2の改正

規定、附則第 19条の 3から第 20 条までを

削る改正規定、附則第 20 条の 2 第 2 項の

改正規定及び同条を附則第 20 条とする改
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正規定、附則第 20 条の 3を削る改正規定、

附則第 20 条の 4 の改正規定及び同条を附

則第 20 条の 2 とする改正規定並びに附則

第20条の5を削る改正規定並びに附則第3

条第 4項の規定 平成 29年 1月 1 日 

 (延滞金に関する経過措置)  

第 2 条 改正後の瑞穂町税賦課徴収条例(以

下「新条例」という。)附則第 3 条の 2 の

規定は、延滞金のうち平成 26 年 1 月 1 日

以後の期間に対応するものについて適用

し、同日前の期間に対応するものについて

は、なお従前の例による。 

 

 (町民税に関する経過措置)  

第 3 条 平成 28 年 1 月 1 日前に発行された

旧租税特別措置法第 41 条の 12第 7項に規

定する割引債(同条第 9 項に規定する特定

短期公社債を除く。)について支払を受け

るべき同条第 7項に規定する償還差益に対

して課する個人の町民税については、なお

従前の例による。 

 

2 新条例第 47 条の 2 及び第 47 条の 5 の規

定は、平成 28 年 10 月 1日以後の地方税法

第 317 条の 2第 1項に規定する公的年金等

(以下この項において「公的年金等」とい

う。)に係る所得に係る個人の町民税の特

別徴収について適用し、同日前の公的年金

等に係る所得に係る個人の町民税の特別

徴収については、なお従前の例による。 

 

3 新条例附則第 4 条の 2 の規定は、平成 26

年度以後の年度分の個人の町民税につい

て適用し、平成 25 年度までの個人の町民

税については、なお従前の例による。 

 

4 新条例附則第 7 条の 4、第 16 条の 3 及び

第 19 条から第 20条の 2までの規定中個人

の町民税に関する部分は、平成 29 年度以

後の年度分の個人の町民税について適用

し、平成 28 年度分までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 
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5 新条例附則第 22条の 2第 2項の規定は、

町民税の所得割の納税義務者が平成25年1

月 1日以後に行う同項に規定する土地等の

譲渡について適用する。 

 

6 新条例附則第 23 条の規定は、平成 27 年

度以後の年度分の個人の町民税について

適用し、平成 26 年度までの個人の町民税

については、なお従前の例による。 

 

 (固定資産税に関する経過措置)  

第 4 条 別段の定めがあるものを除き、新条

例の規定中固定資産税に関する部分は、平

成 25 年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、平成 24 年度分までの固定資

産税については、なお従前の例による。 

 

2 平成25年 4月 1日前に法附則第15条の 9

第 1項に規定する耐震基準適合住宅に係る

耐震改修(当該耐震改修に要した費用の額

が 30万円以上 50万円以下のものに限る。)

に係る契約が締結され、同日以後に当該耐

震改修が完了する場合における新条例附

則第 10 条の 3 第 6 項の規定の適用につい

ては、同項中「書類及び」とあるのは、「書

類及び当該耐震改修に係る契約をした日

を証する書類並びに」とする。 
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